
賃貸借契約書 
 

 

 岡山県(以下「甲」という。) と○○○○○○○○○○○○（以下「乙」という。) とは、お

のおの対等な立場における合意に基づき次の条項により賃貸借契約を締結し、信義に従い誠実に

これを履行するものとする。  

 

（契約の目的） 

第１条 この契約は、乙が機器を甲に賃貸し、甲はこれを賃借することを目的とする。  

（契約の要領） 

第２条 この契約の要領は、次のとおりとする。  

（１）賃貸借物品の機器名及び数量 

広帯域対応垂直入射吸音率・透過損失測定システム  一式 

 （２）賃貸借料 

月額○○○○○○円(うち消費税額及び地方消費税の額○○○○○○円) 

  （３）物品設置場所 

     岡山県工業技術センター 

（賃貸借期間） 

第３条 賃貸借期間は令和９年３月１日から令和１４年２月２９日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、翌年度以降において、甲の歳入歳出予算の金額について減額又は

 削除があった場合には、この契約は解除するものとする。  

（賃貸借料の支払） 

第４条 甲は、年度毎に、第２条第２号に規定する賃貸借料にその年度の賃貸借期間（月）を  

乗じた額を、乙の請求に基づき一括前金払いする。  

２ 乙は、前項に規定する請求を賃貸借開始後１０日以内に行うものとする。  

３ 甲は、前項の賃貸借料請求書が正当であると認めたときは、当該書類を受理した日から３０

 日以内に、乙に対し第２条第２号の賃貸借料を乙に支払うものとする。  

４ 甲の責めに帰すべき事由により、前項に規定する期間内に代金が支払われない場合、乙は、

 その期間満了の日の翌日から支払いをされる日までの日数に応じ、その未支払額に対し、年  

 ３．０％の率を乗じた額を、遅延利息として甲に請求することができるものとする。ただし、

当該金額が１００円未満の場合は、甲は、これを支払わないものとする。  

（契約保証金） 

第５条 甲は、乙が納付すべき契約保証金を免除する。  

（権利義務譲渡の禁止） 

第６条 乙は、この契約によって生じる権利義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。

 ただし、甲の承認を受けた場合はこの限りでない。  

（機器の維持管理） 

第７条 甲は、第２条第１号に規定する機器（以下「機器」という。）について設置場所を良好

 な環境に保つとともに、善良な管理者の注意をもって管理するものとする。  

（機器の一部返還、追加、取換え、改造または移転）  

第８条  機器の一部返還、追加、取換え、改造又は設置場所を移転する必要が生じた場合には、

 あらかじめ甲乙協議するものとする。  



２ 前項の場合における費用については、甲乙協議して定めるものとする。  

３ 第１項の場合において、契約内容を改定する必要が生じた場合は、変更契約を締結するもの

 とする。 

（動産総合保険） 

第９条 乙は、自己の負担において機器に動産総合保険を付保するものとする。  

（秘密の保持） 

第１０条 乙は、賃貸借契約に際し知り得た甲の業務上の秘密を第三者に漏らし、又は他の目的

 に利用してはならない。この契約終了後も同様とする。  

（契約の解除） 

第１１条 甲又は乙は、相手方が正当な理由なくして次の各号のいずれかに該当するときは、書

 面により相手方に通知し、この契約を解除できるものとする。  

 （１）この契約を履行しないとき又は履行の見込みがないと明らかに認められるとき。  

 （２）偽りその他の不正な行為があると認められたとき。  

 （３）その他この契約に違反したと認められたとき。  

２ 甲又は乙は、自己の都合によりこの契約を解除する場合には、３か月前までに文書をもって

 相手方に通知し、相手方の了解を得なければならない。  

３ 前２項の規定にかかわらず、甲は、次に掲げる場合には、この契約を解除することができる。  

（１）乙が次のいずれかに該当するとき。  

イ 役員等（乙が個人である場合にはその者を、法人である場合には暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第９条第 21 号ロに規定する役員

をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成  

22 年岡山県条例第 57 号。以下「条例」という。）第２条第３号に規定する暴力団員等

をいう。以下同じ。）であると認められるとき。  

ロ 役員等が暴力団（条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力

団員等の統制下にあると認められるとき。  

ハ 役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。 

ニ 暴力団員等、暴力団又は暴力団員等の統制下にある者並びに暴力団又は暴力団員等と

社会的に非難されるべき関係を有している者が、経営に実質的に関与していると認めら

れるとき。 

（２）その他乙がこの契約に定める義務を履行しないとき。  

（前払金の返還） 

第１２条 前条第３項の規定により契約が解除された場合、乙は、第２条第２号に規定する賃貸

借料に 契約解除の日から契約期間満了の日までの日数で日割り計算した額を契約解除の日まで

に甲に 返還しなければならない。 

２ 乙は、前項に規定する額を契約解除の日までに甲に返還しなかった場合、契約解除の日の翌

 日から返還の日までの日数に応じ、その未返還額に年９．０５％の割合で乗じた額を遅延利息

として甲に支払うものとする。  

（損害賠償） 

第１３条 第１１条の規定により契約が解除され、甲又は乙に損害が生じた場合、甲又は乙は、

相手 方にその賠償を請求することができる。 

２ 乙は、甲が次に掲げる理由により機器を滅失させ、又は故障させ乙に損害を与えた場合は、

 その賠償を甲に請求することができる。  



 （１）改造修理又は分解による場合  

 （２）故意又は取扱上の重大な過失による場合  

 （３）乙が供給し、又は乙の指定する部品以外の部品を使用した場合  

３ 前項の場合にかかわらず、第９条に規定する動産総合保険により補填された損害に対しては、

 乙は、その賠償を甲に請求できないものとする。  

（機器の返還） 

第１４条 契約の解除に伴い、機器の返還の必要が生じた場合、それに要する一切の費用は、乙

の負担とする。ただし、乙の責めに帰すべき事由によらない契約の解除による場合においては、

この限りではない。 

（無償譲渡） 

第１５条 乙は、甲が賃貸借期間満了の日まで契約を継続し、かつ、この契約に基づく乙に対す

 る債務を全て履行した場合、機器の所有権を無償で甲に譲渡するものとする。  

（契約の費用） 

第１６条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。  

（協議事項） 

第１７条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、その都度甲乙協

 議して定めるものとする。 

 

 この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を

保有する。※書面契約の場合 

 

（この契約の締結を証するため、この契約の内容を記録した電磁的記録に甲及び乙が地方自治

法施行規則（昭和 22 年内務省令第 29 号）第 12 条の４の２に規定する電子署名を行い、各自そ

の電磁的記録を保有するものとする。）※電子契約の場合 

 

 

  令和８年 月 日 

 

 

                     甲  岡山市北区芳賀５３０１ 

                                       岡山県 

                          岡山県工業技術センター 

                           所長 窪田 真一郎 

 

                                                     

 

                                   乙    所在地 

                                         名称 

                        代表者職氏名 

 

 

 

 



別紙１ 

法人用  

 

誓    約    書  

 

 

 

 当社又は当団体は、次のことを誓約いたします。  

 また、必要な場合には、このことについて岡山県警察本部に照会することを承諾
します。 

 

 

記 

 

 

１ 当社又は当団体の役員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第９条第２１号ロに規定する役員をいう。）は、次に掲げ

る者のいずれにも該当しません。  

（１）暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成２２年岡山県条例第５７号） 

  第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）に該当する者  

（２）暴力団（岡山県暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。 

  以下同じ。）又は暴力団員等の統制下にある者  

（３）暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者  

 

２ １の各号に掲げる者が、当社又は当団体の経営に実質的に関与していません。  

 

 

   令和８年 月 日 

 

 

   岡山県工業技術センター所長 殿 

 

 

             

       所 在 地   
          名   称    
   役 職 名   

 氏 名   
 

 

・裏面もご確認ください。 
・誓約書は契約ごとに提出してください。 

   



 

 記入時の注意事項 

◎ 代表者が記入する場合 

  ・ 所在地、名称、役職名及び氏名欄には、登記されている主たる事務所の所在地、名称並び 

   に代表者の役職及び氏名を記名し、代表者印又は契約書に使用する印を押印してください。 

◎ 受任者が記入する場合 

  ・ 契約に関して、入札参加資格審査申請時に県所定の様式による委任状が提出されていれば、 

   当該委任状中の権限の委任により、この誓約書の内容について記入し、誓約する権限は、受 

   任者が有していますが、契約の解除につながる可能性のある重要な内容なので、念のため事 

   前に委任者に記載内容について確認しておいてください。 

  ・ 所在地、名称、役職名及び氏名欄には、受任者の住所、社名及び支店等の名称並びに受任 

   者の職氏名を記名し、契約書に使用する印を押印してください。 

 
（参 考） 
   岡山県暴力団排除条例（平成22年岡山県条例第57号）（抄） 
 （定義）  
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 
 (1) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。） 

第２条第２号に規定する暴力団をいう。 
 (2) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 
 (3) 暴力団員等 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者をいう。 
 (4)～(6)略 
   暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）（抄） 
 （定義）  
第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  
 (1) 略 
 (2) 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的不法行 為

等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。 
 (3)～(5)略 
 (6) 暴力団員 暴力団の構成員をいう。 
  (7)・(8)略 
 （暴力的要求行為の禁止）  
第９条  指定暴力団等の暴力団員（以下「指定暴力団員」という。）は、その者の所属する指定暴力団等又はその系列

上位指定暴力団等（当該指定暴力団等と上方連結（指定暴力団等が他の指定暴力団等の構成団体となり、又は指定暴

力団等の代表者等が他の指定暴力団等の暴力団員となっている関係をいう。）をすることにより順次関連している各

指定暴力団等をいう。第１２条の３及び第１２条の５において同じ。）の威力を示して次に掲げる行為をしてはなら

ない。 
(1)～(20)略 
(21) 行政庁に対し、自己若しくは次に掲げる者（以下この条において「自己の関係者」という。）がした許 

認可等（行政手続法（平成５年法律第８８号）第２条第３号に規定する許認可等をいう。以下この号及び次号に

おいて同じ。）に係る申請（同条第３号 に規定する申請をいう。次号において同じ。）が法令（同条第１号に規

定する法令をいう。以下この号及び次号において同じ。）に定められた許認可等の要件に該当しないにもかかわ

らず、当該許認可等をすることを要求し、又は自己若しくは自己の関係者について法令に定められた不利益処分

（行政庁が、法令に基づき、特定の者を名あて人として、直接に、これに義務を課し、又はその権利を制限する

処分をいう。以下この号及び次号において同じ。）の要件に該当する事由があるにもかかわらず、当該不利益処

分をしないことを要求すること。 
イ 略 
ロ 法人その他の団体であって、自己がその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準 

ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対し業務を執行す

る社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）と

なっているもの 
ハ 略 

(22)～(27)略  
 


